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令和 7 年度 の市 政運営 に関 し、施政の基本 方針 を 申し上げ、議 員

各位をはじ め、 広 く市民の 皆様 のご理解と ご協 力を 賜りた いと 存じ

ます。  

 

1.はじめに  

私にとりま して は、市 長という 大役を拝し てか ら 2 回目の 当初 予

算の編成と なり ます。 市長 就任 以来、「対 話 と 決断」、「 未来 への

責任」を基 本理 念 として掲 げて まいりまし た。 急激 な人口 減少 を背

景として、 市民 生活 や産業 振興 などあらゆ る 分 野で 今まで にな い 深

刻な課題が 顕在 化 している 現状 にあります 。 こ れら 諸課題 の克 服に

新しい発想 とス ピード 感を もっ て 取り組ん でい く 決意 で「 輝く 未来

へ 挑戦す るまち づくり」の スロ ーガン のも と 危 機感 をもっ て、今回

の予算を編 成し た ところで あり ます。  

現下の本市 を取 り巻く状況 を見 ますと、急激な物 価高騰 が進 行し、

地域経済や 市民 生活 に大き な影 響を及ぼし てい ます。 大企 業 を 中心

とした大幅 な賃 上 げが進む 一方 で、中小企 業 や 小規模事業 者 に とっ

ては深刻な 人手 不足 と人件 費 の 増加が経営 上 の 大きな 課題 とな って

います。  

また、全国 的 な 人口減少問 題は 、さらに 深 刻さ を 増してい ます 。

令和 6 年の 本市 の 出生数 は 150 人を下回り 、想 定を 大幅に 上回 るペ
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ースで少子 化 が 進行 してお り 、 少子高齢化 が地 域社会 の維 持に とっ

て大きな構 造的 問題 となっ てい ます。 この よう な 状況 を乗 り越 え、

若者や子育 て世 代 が自らの 未来 と地域の将 来に 希望 と夢を 持っ て暮

らしていけ るよ う、 また、 高齢 者 にとって 安全 で安心 でき る ま ちと

して、新庄 市 の 魅力 をさら に 高 め、「住み 続け たいまち 新 庄市 」を

目指して今 後も 全力 で取り 組ん でまいりま す。  

このため、 将来 、人口 が減 少す る中におい ても 、 希望をも って 暮

らしていけ る 地 域社会 を構 築し ていくため 、デ ジタル 技術 など を 活

用しながら 、 効 率的 で持続 可能 な行財政運 営 に も努 め、必 要と され

る良質な公 共サ ービス を提 供し ていく 体制 を整 えてまいり ます 。  

次に、近年 、 全 国 で頻発し てい る 自然災害 への 対応 につい ても 大

きな課題で ある と 捉えてお りま す。  

本市におい ても 、 昨年 7 月に記 録的 な豪雨 によ る 災害が発 生し、

甚大な被害 を及 ぼしたこと から 、国、県と 連携 しながら 、 一日 も早

い復旧に努 めて いるところ です 。 昨年の災 害を 教訓 として 、 本 市に

おける防災 ・危 機管理体制 をさ らに 強化し 、災 害に 備えた まち づく

りを推進し てま いります。  

近年の猛暑 や集 中豪雨、 大 型台 風 、豪雪等 のこ れまでにな い 深 刻

な異常気象 や自 然災害 は、 地球 温暖化 が大 きな 原因 である とさ れて

います。こ の課 題 に対する 取り 組みとして 、 本 市は 昨年 12 月 に、
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「ゼロカー ボン シティ 宣言」を 行い、2050 年ま でに 二酸化 炭素 排出

量を実質ゼ ロに することを 目指 し、市民・ 事業 者・市 が協 力し て脱

炭素社会の 実現 に 向けた取 り組 みを強化し てま いります。  

このため、 市民 生活 や企業 活動 における再 生可 能 エネルギ ー 導 入

などの取り 組み のほか、 環 境教 育 の充実や 、鳥 獣被害防止 対策 も含

めた森林の 維持 ・ 整備など を進 めてまいり ます 。  

 

以上の点を 踏ま えながら、 市民 一人ひとり が 自 分 たちの街 に誇 り

と愛着を持 つこ とができ、 活力 あふれる生 活を おくる こと がで きる

よう「輝く 未来 へ  挑戦す るまち づくり」 に 取り 組んでまい りま す。 

 

2．令和 7 年度主要事業  

次に、令和 7 年 度 の主要事 業 に ついて、それ ぞ れの 施策の 柱に 沿

ってその概 要を 申 し上げま す。  

 

第 1 に「子ども・子育て支援の充実」であ りま す。  

少子高齢化 が進 む本市にお いて は、若者や 子育 て 世代が希 望を も

って暮らし 、 活 躍 できるよ う 支 援の充実を 図り 、未来 を担 う子 ども

たちへ向け た投 資 を行うこ とが 最も重要な 取り 組みである と 考 えて

おります。このた び 策定いた しま す「 新庄市 こども スマイルプ ラン 」
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に基づき、 子育 てに 対する 不安 を和らげ、 安心 して 子育て がで きる

環境を整備 する ため、 子育 て世 帯の経済的 負担 軽減 や相談 支援 体制

の強化、待 機児 童 対策など の 各 種こども施 策を 総合的 に推 進し てま

いります。  

その 1 点目とし て 、子育て 世帯の 経済的負担 軽減 につきまし ては 、

これまで実 施し てきた「 国 民健 康保険税 の 軽減 」 や「 子ど もの 医療

費の無償化 」 の 継続 はもち ろん のこと 、更 なる 保育料 の負 担軽 減 を

図るため、これま で 、保育料 を半額 としていた 所得 階層 を無償 化 し 、

新たに保育 料半 額 となる所 得階 層を拡充い たし ます 。  

また、学 校給食 費 について も 第 2 子半額・第 3 子全額補助 を継 続

しながら、 物価 高騰 による 保護 者負担 の軽 減を 充実 するた め、 第 1

子への補助 額 を 更 に増額し ます 。  

2 点目として、 相談支援体 制 の 強化につき まし ては 、現在 、子 育

て世代の相 談窓 口 として設 置し ている「 子 ども 家庭総合支 援拠 点」

と、妊娠・ 出産 ・子育 ての 包括 的支援拠点 であ る 「 子育て 世代 包括

支援センタ ー」 を 「こども 家庭 センター」 とし て 機能 を統 合し 、全

ての妊産婦 、子 育 て世帯、 こど も を対象と して 、出産前 か ら子 育て

期にかけて 切れ 目 のないワ ンス トップ 型の 相談 支援体制 の 強化 を図

ってまいり ます 。  

3 点目として、 放課後に子 ども が 安全に過 ごす 居場所 の一 つで あ
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る放課後児 童 ク ラブ につき まし ては 、年々 、利 用希望者 が 増加 して

いることを 踏ま え 、関係機 関 と の連携・協 力 に より、 受入 体制 の拡

充を図り、 待機 児童 の解消 に努 めてまいり ます 。  

そのほか、 現在 、整備 を進 めて いる 新中部 保育 所（仮称） につ き

ましては、 本市 の 中心的な 役割 を担う保育 施設 として 保育 士 の 研修

機能の充実 や集 団保育 が可 能な 医療的ケア 児の 受け 入れを 予定 し、

令和 8 年度 の開 所 を目指し てま いります。ま た 、子育 て世帯 の ニー

ズ調査や様 々な 方面 からの ご 意 見として、 屋内 型 の 子育て 支援 施設

整備のご要 望を いただいて おり ますので、 この 施設整備 の 在り 方や

方向性につ いて 検討 を進め てま いります。  

学校現場に おい ては、 年々 、児 童生徒数 が 減少 する 一方で 、特 別

な支援を必 要と する 児童生 徒 が 増加してい る 現 状にありま す。今 後、

福祉分野と 教育 分野 の連携 を図 りながら、 本市 の教育 の重 点施 策 の

一つとして 特別 支援教育 に 継続 して取り組 み、 そのための 支援 体制

を更に強化 して まいります 。  

また、妊娠 を希 望 する方へ の支 援としては 、不 妊治療費 へ の助 成

制度を継続 しな がら、 新た な妊 産婦 への支 援と して、 県立 新庄 病院

と連携した 宿泊 型産後 ケア を実 施すること によ り、 出産後 の母 親と

赤ちゃんを サポ ート し、育 児へ の負担軽減 を図 り、 お子さ んを 望む

家庭への支 援を 強化 してま いり ます。  
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第 2 に「医療・福祉の推進」で あります。  

令和 5 年に 新し い 県立新庄 病院 が開院し 、高度 医療 の提供 体制 が

確保される とと もに、 地域 救命 救急 センタ ー が 設置 されま した 。 さ

らに、新庄 市最 上郡医師会 の協 力のもと充 実し た夜間休日 診療 の体

制が構築さ れて おります 。  

しかしなが ら、 市民の安心 ・安 全 のために は 一 次医療 と二 次医 療

が機能的に 連携 した 地域医 療 の 体制を構築 する ことが 重要 であ りま

す。そのた めに は、 市民の 日常 的 な診療や 疾病 の予防 のた め の 「か

かりつけ医 」の普 及 と定着が 非常 に重要であ りま す が、現状 では 「 か

かりつけ医 」を 担 う医師数 の不 足と高齢化 、さ らには 診療 科 の 偏り

などへの対 応が 課題 と捉え てお ります。 こ うし た 課題 に取 り組 むた

め、必要と され る 診療科目 や医 療と福祉分 野 に おける 市民 サー ビス

の需要など を 把 握 するニー ズ 調 査を行いな がら 、市民 が安 心し て医

療を受ける こと ができる 地 域医 療 体制の確 保を 目指 してま いり ます。 

次に、健康 寿命 の延伸に向 けた 取り組みと して 、 特定健診 やが ん

検診の受診 率 の 向上 を図る とと もに、 疾病 の早 期発見 や生 活習 慣 の

改善による 重症 化予防 に努 め、 健診後の健 康相 談 や 健康教 育 を 強化

してまいり ます 。 また、新 たに 骨粗しょう 症検 診費用 を助 成す るほ

か、40 歳及び 50 歳の節目の特 定健診費用 を無 償化 し、健 診を 受け
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やすい環境 づく りに 努めて まい ります。  

また、在宅 医療 と介護サー ビス の連携によ る 切 れ 目のない 支援 を

充実させる ため 、最上 8 市町村 で運営する 在宅 医療・介護連 携 拠点

「 ＠(あ っ と)ほ ー むも が み 」 に お いて 退 院 後 の サ ポー ト 体 制 を 構 築

しており、 病気 や 加齢によ って 生活に不安 のあ る 方 が地域 で安 心し

て生活でき るよ う 、県とも 連携 しながら支 援に 努めてまい りま す。  

 さらに、 様々 な 要因によ り 生 活に困窮す る方 に対 し、自 ら家 計を

管理できる よう に 支援する とと もに、 住ま いの 確保 につい ても 支援

するなど早 期に 生活再建 が でき るよう サポ ート する ための 相談 体制

の強化を図 って まいります 。  

 

 第 3 に「安心・安全なまちづくり」であ りま す。  

 人口減少 社会 の 中で市民 が将 来にわたっ て 安 心して 住み 続け るこ

とができる よう 都市機能 を 維持 しながら、 持続 可能 で魅力 ある まち

づくりを目 指し 、「 立地適 正化計 画」を策定 いた しました。今後 は、

この計画に 沿っ て 医療・福 祉、 商業 などの 生活 利便施設 や 住宅 の誘

導、公共交 通等 の 再構築な どの 取り組みを 進め ながら 、コ ンパ クト

で住みやす いま ちづくりを 進め てまいりま す。  

このような 中、 年々増加 す る空 き家は、老 朽化 や 雪害によ る 建 物

の倒壊や火 災の 発生、犯罪 の温 床となるな ど、 周辺住民 の 安全 を脅
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かしかねな い 存 在 となって いま す。また、 空き 家が 放置さ れる こと

は地域の景 観を 損 ね、まち の 活 力を失わせ る 要 因にもなり ます 。 一

方で、良質 な空 き 家は地域 資源 として活用 でき る 可能性 も あり 、 空

き家を改修 して 住宅 や店舗 など に 活用する こと で、 地域の 活性 化 に

つながるも のと 考 えており ます 。 この課題 解決 に向 けた取 り組 みを

強化するた め、令和 7 年度 は空 き家の全数 調査 により 実態 を把 握す

るとともに 、 「 新庄市住 み やす いまちづく り 基 金」 を活用 し、 最上

地域空き家 活用 促進 協議会 とも 連携しなが ら、 空き 家の利 活用 や除

却支援、予 防対 策 など総合 的 な 空き家対策 を集 中的 に推進 し、 住み

よいまちの 再生 と 活性化を 進め てまいりま す。  

 次に、雪 対策 につきまし ては 、 冬期間の 安全 な交通確保 と市 民生

活の維持を 図る ため、 市道 及 び 生活道路の 除排 雪 の 充実に 努め ると

ともに、流 雪溝 の 整備を推 進し てまいりま す。 高齢者及 び 障が い者

の玄関前除 雪 サ ービス は、 豪雪 地帯 の本市 にお いて、 冬期 生活 の負

担軽減を図 る上 で 必要不可 欠 な サービスで あり ますが、こ の サ ービ

ス提供に必 要な 人材 の不足 が課 題となって い ま す。この た め、 除雪

ボランティ ア と の 連携を強 化す るな ど、引 き続 き、 支援体 制 の 構築

に努めてま いり ます。  

 また、近 年、 自然災害 が 全国 で多発して いま すが、 当市 にお いて

も昨年 7 月、か つて ない豪 雨災 害 に見舞わ れま した。こうし た 災害
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の規模拡大 や危 機事案 の多 様化 を踏まえ、 本市 の防災・災 害対 策 を

強化するこ とが 必要 と改め て認 識したとこ ろで あります。このた め、

災害や感染 症 な ど 有事への 初動 対応 に加え 、全 庁対応 に係 る指 示等

を担う防災 危機 管理 の専門 部署 を新設する とと もに、 新た に災 害対

応に関する 専門 知識 を有す る地 域防災マネ ージ ャ ー を任命 し、 災害

発生時に迅 速か つ 的確に対 応で きるよう 組 織を 強化 してま いり ます。

また、自主 防災 組織 の活性 化 や 避難所の在 り方 の検討 など 地域 防災

力を高める ため の 取り組み を進 めてまいり ます 。  

さらに、市 内全 域 のハザー ドマ ップ の見直 しや 防災 備蓄物 資 の 適

正な配置、 排水 ポンプ の追 加配 備 など計画 的 な 災害対策 に 努め てま

いります。  

加えて、年 々、 夏季におけ る猛 暑日 や熱帯 夜 と なる 日数が 増加 し

ていること に 対 応 するため、昨 年 7 月に 「熱中 症対策 アク ショ ンプ

ラン」を策 定い たしました 。 こ の熱中症対 策 の 重点 プロジ ェク ト と

して、家庭 用 エ アコン の購 入補 助 や、市内 の店 舗や 公共施 設 を クー

リングシェ ルタ ー として活 用す るなど、 市 民・ 事業者・行 政 が 一体

となって熱 中症 対策 を推進 し、 市民の生命 ・健 康 を 守り、 安心 ・安

全なまちづ くり を 進めてま いり ます。  

 

第 4 に「デジタル技術活用による DX の推進」であります 。  
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デジタル技 術の 進展により 各種 サービスの デジ タル 化の機 運が 飛

躍的に高ま る中 、地方自治 体 の 市民サービ ス の デジタル 化 につ いて

も、本格的 な取 り 組みが求 めら れています 。 本 市の デジタ ル 化 推進

計画では 、市民 サービス の 向上 、行政 の効率化 、地域 活性化 の 3 つ

の柱を実現 する ための DX の推 進を基本方 針 と しておりま す。  

まず 1 点目 の市 民 サービス の向 上を実現す るた めの DX としては 、

本市におい ても 、 マイナン バー カード 等の デジ タル の力を 最大 限 に

活用するこ とで 「 書かない 窓口 」 を実現し 、窓 口手続 にお ける 市民

の利便性向 上 を 目指 してま いり ます。  

また、各種 証明 書 のコンビ ニ 交 付について は、 期間限定 で 大幅 に

交付手数料 を減 額 するキャ ンペ ーン を実施 する ことにより 、 マ イナ

ンバーカー ド や コンビニ 交 付の 利便性の周 知を 図り 、より 一層 の利

用拡大と市 民サ ービス の向 上に 努めてまい りま す。  

次に２点目 の行 政 の効率化 を実 現するための DX としては 、生 成

AI 等 の デ ジ タ ル 技 術 の 活 用 に よ る 業 務 の 効 率 化 と 職 員 の 負 担 軽 減

を図ること で 、 より 専門的 な業 務に人的資 源 を 集中 し、更 なる 行政

サービスの 向上 に つなげて まい ります 。  

さらに、3 点 目 の地域活性 化 を 実現するた めの DX としては 、 本

市の基幹産 業 で ある 農業分 野 に おいて 、農 業従 事者 の減少 と生 産水

準の維持に 対応 するため、 デジ タル 技術を 活用 した スマー ト 農 業に



11 

 

取り組んで まい ります 。このた め、本 年 2 月に 、本市 と東北農 林専

門職大学、南 東 北 クボタ の 3 者 による連携 協定 を締結 し、ス マ ート

農林業に関 する 地域 サービ ス の 向上と普及 拡大 や研究開発 、人 材育

成など地域 創生 の 実現を目 指す 取り組みを 推進 していくこ とと した

ところであ りま す 。  

さらに、令 和７ 年度当初予 算 に おいて、 情 報通 信環境 の整 備に 向

けた調査、 計画 策定 を実施 し、 農業インフ ラ の 管理 の省力 化・ 高度

化を図るた めの スマート 農 業の 実装を推進 して まいります 。  

これに加え 、将 来的 にさら に 情 報通信環境 の整 備 が進むこ とで 、

農業分野以 外 へ の 活用も想 定さ れることか ら、 さらなる 調 査・ 研究

を進めてい きた いと 考えて おり ます。  

また、教育 分野 においては 、 市 内の小中義 務教 育学校 の全 ての 普

通教室に大 型モ ニター を導 入し 、児童生徒 のタ ブレット 端 末と 連動

した授業が 行え るような 環 境整 備 を進める とと もに、 学習 支援 ソフ

トも併せて 導入 するなど 、 子ど もたちが 学 びや すい 環境の 充実 に努

めてまいり ます 。  

このような 行政 のデジタル 化の 推進のため には 、 民間企業 など か

ら専門的な 知見 を 有する人 材を 招聘し、積 極的 に活用 する こと が 重

要でありま す。 本市 におき まし ても、 高度 な専 門性 と経験 を有 する

デジタル人 材を 外部 から登 用し 、職員の意 識改 革、 システ ム 導 入時
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の助言、さ らに は 次期デジ タル 化推進計画 策定 のサポート など を通

じ、実効性 の高 い デジタル 化を 全庁的に推 進し てまいりま す。  

 

第 5 として 「「ゼロカーボンシティ・環境保全の推進」であります。  

昨年 12 月に、 本市は「ゼ ロカ ーボンシテ ィ 宣 言」 を行い 、2050

年までに二 酸化 炭素 の排出 量 実 質ゼロを目 指す ことを 表明 いた しま

した。将来 にわ たって 市民 が安 心して暮ら すこ とができる 環境 を次

世代に引き 継ぐ ため、 市民 や事 業者 の皆様 と連 携して 地球 温暖 化対

策を積極的 に推 進 し、ゼロ カー ボンシティ の実 現に 向けて 取り 組ん

でまいりま す。  

この実現に 向け ては、市民 、事 業者、市 が 一体 となって 環 境に 対

する意識を 高め 、 より効果 的 な 地球温暖化 対策 の取 り組み を推 進す

るため、地 球温 暖化対策実 行計 画 を策定し 、本 市の 自然的 社会 的条

件に応じた 自然 環境 の保全 、 市 民生活 への 再生 可能 エネル ギー の導

入支援、事 業者 の 省エネ対 策支 援、環境教 育 の 推進、公用 車 へ の電

気自動車の 導入 など、 カー ボン ニュートラ ル に 向けた 取り 組み を推

進してまい りま す。  

 

第 6 に 「「未来につながる「 ひとづくり・産業振興「・観光交流」であ

ります。  
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若者を中心 とし た 市民がま ちづ くりへ 参加 する こと を促進 し、 地

域の活性化 を図 るため、 ガ バメ ントクラウ ドフ ァンディン グ を 活用

したふるさ と 納 税 の寄附金 を原 資とし、地 域の 活性化 や地 域課 題 の

解決につな がる ような 活動 を行 う個人や団 体に 対し 補助金 を交 付し、

未来を担う 若者 の 活躍を後 押し してまいり ます 。  

次に、産業 振興 に ついてであ りま すが、人口 減少 に 伴う人手不 足、

エネルギー や原 材料 の物価 高騰 や人件費の 高騰 、 デジタル 技術 への

対応、更に は環 境意識 の高 まり への 配慮な ど企 業活動 を取 り巻 く環

境は急速に 変化 して おりま す 。 本市が持つ 資源 や強 み、ポ テン シャ

ルを活かし 、企 業 も地域経 済全 体 も将来に わた って 持続可 能で 成長

していく産 業の 振興 を目指 して いくこと が 重要 であると 考 えて おり

ます。  

そのために は、 人手不足や 企業 活動 のコス トア ップ の課題 を踏 ま

えながら、 いか にして 付加 価値 の高い企業 活動 を目指 すか や、 若者

が定着する 産業 とはどのよ うな ものかなど 、 東 北農林専門 職大 学 な

どの高等教 育機 関 との産学 官連 携 の可能性 など も念頭 に置 きな がら 、

将来を見据 えた 新 たな産業 施策 を検討して いく 必要 があり ます 。こ

のため、令和 6 年度 に市内 の既 存立地企業 に対 して 実施し た立 地ニ

ーズ等のア ンケ ート 調査の デー タ を基に、 専門 業者 の視点 によ る 多

方面からの 分析 や 、各企業 への ヒアリング を実 施し、 本市 にお ける
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持続可能な 産業 施策 の方向 性 を 示す「産業 振興 ビジョン」 を策 定し

てまいりま す。 その 中で、 魅力 ある働く場 づく りを 推進し てい くこ

とが、若者 や女 性 が地元に 定着 し、地域が 活性 化 していく ため の 重

要な要素で ある と 考えてお りま す。  

次に、エコ ロジ ーガーデン にお いて 整備を 進め ております 道の 駅

につきまし て は、名称を「新 庄エコ ロジーガー デン 原蚕 の杜」とし、

令和 7 年秋 のオ ープン を目 指し ております。駐 車場 のほか、ト イレ

や休憩スペ ース を 有する情 報発 信施設を整 備す ること で利 便性 の向

上を図り、 エコ ロジーガー デン がより一層 市民 に愛 され、 魅力 ある

交流スポッ ト と して 親しま れる よう 取り組 みを 推進 してま いり ます。

道の駅開業 後 は 、 指定管理 者制 度 を活用し た官 民連携 によ り、 民間

の柔軟な発 想力 と 創意工夫 を最 大限 に活か すこ とのできる 運営 手法

の導入を目 指し てまいりま す。  

また、イン ター チェンジ 付 近の 「道の駅」 につ きましては 、 昨 年

から最上８ 市町 村 による勉 強会 を開催し、 行政 としての 主 要課 題 な

どの整理を 行っ ております が、 引き続き、 より 具体的 なコ ンセ プト

や必要な機 能、 官民連携 の イメ ージ などに つい て 具体的検 討 を 進め

てまいりま す。 また、 民間 組織 では道の駅 と連 携した DMO につい

て研究をし てい ると 伺って おり ますので、 官民 連携 により 早期 の検

討会の再開 を目 指 して取り 組ん でまいりま す。  
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 次に、観 光交 流 について であ りますが、 訪日 外国人旅行 者数 は、

近年の円安 など を 追い風と して 過去最高を 記録 するなど 、 アジ ア 圏

を中心とし た イ ンバウンド が盛 り上がりを 見せ ております 。 令 和 5

年に国際友 好交 流協定 を締 結し た台湾の南 投県 草屯鎮 との 交流 事業

につきまし ては 、昨年 7 月に私 が団長とな り 、新庄市訪問 団 が 台湾

草屯鎮への 表敬 訪問 を行っ たほ か、 市内の 小学 生 も 現地の 子ど もた

ちとスポー ツ を 通 した交流 を行 いました。 令和 7 年度 について は、

この交流の 流れ を 加速させ るた め、 アウト バウ ンド の促進 に向 けて

草屯鎮への 旅行 商品 に対す る補 助制度 を創 設し 、双方向 の 交流 、い

わゆる「ツ ーウ ェイツーリ ズム 」 の拡大を 図っ てまいりま す。  

また、新たに 台 湾出身 の地 域お こし 協力 隊 2 名 を 配置し、台 湾 と

の交流推進 を目 的 とした情 報発 信 を強化す ると ともに、 新 庄の 自然

を生かした 新た な 観光コン テン ツ の開発な ど関 係団体 と連 携し てイ

ンバウンド 誘致 による 交流 の拡 大を図って まい り ます。  

観光振興の 柱と なる 新庄ま つり につきまし ては 、 本年、270 年 の

記念の年を 迎え るにあたり 、 地 域固有 の貴 重な 財産 として 長年 受 け

継がれてき た 伝 統 と市民の 思い を後世に伝 える とともに、 新た な歴

史を刻んで いく ことを 目的 に「270 年祭記念事業 」 を実施い たし ま

す。  

そして、い よい よ 今年は、 初代 新庄藩主戸 沢政 盛公 が 1625 年 に
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新庄城を築 城し 、領内を開い て から 400 年を 迎 えます。これ ま での

歴史や文化 を振 り 返るとと もに 、 郷土新庄 への 愛着 と誇り を高 め、

未来につな がる 人 づくり、まちづ くりに 資す るた め 、 「新 庄開府 400

年記念事業 」 を 実施 いたし ます 。「 歴史・ 文化 の再認識」 「次 世代

への継承」「交流 人口・関係 人口 の増加」を 基本 コンセプト とし て、

次代を担う 子ど もたちと 共 に、 地域のさら なる 発展 につな げる 機会

となるよう 取り 組 んでまい りま す。  

9 月 28 日に実 施 いたします 記念 式典 におき まし ては、新庄藩の 歴

史に関する 基調 講演 のほか 、 総 合アドバイ ザー 今村翔吾氏 のプ ロデ

ュースによ りま す「 ダンス プロ ジェクト 羽 州ぼ ろ鳶組」 の 披露 をは

じめ、市民 の皆 様 が夢や希 望を 抱き、新庄 の未 来へ の発展 と持 続可

能性の創造 を実 感 できるよ うな 内容となる よう 取り 組んで まい りま

す。  

このほか、開 府 400 年記念事 業 と して、藩祖政 盛 公 ゆかりの 自治

体による戸 沢サ ミット の開 催や 、市民が主 体と なり 自ら企 画提 案 す

る「市民提 案事 業」 の実施 、市 内小中学生 によ る「ふるさ と 探 究学

習事業」な どを 計画 してお りま す。また、 名誉 市民 であり ます 人間

国宝奥山峰 石氏 の 特別企画 展 を 東京都北区 と連 携して 開催 する ほか 、

同じく名誉 市民 の 洋画家近 岡善 次郎氏 の特 別展 の開催 や新 庄藩 ゆか

りの収蔵品 など を 展示する 宝物 展、 新庄藩 の歴 史や 文化を 親子 で学
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ぶ「親子ふ るさ と 歴史探訪 」 な ど、 新庄の 歴史 や文化 をさ らに 深堀

りする事業 を開 催 する予定 とし ております 。  

新庄開府 400 年 記念事業 の 実施 にあたりま して は、市民の皆 様 と

一体となっ て 創 る 事業とな るよ う 取り組む とと もに 、市内 外 か らも

多くの方々 に参 加 いただけ るよ う、 効果的 な周 知を 図りな がら 、 新

庄まつり 270 年 祭 との相乗 効果 による一層 の情 報発信 と誘 客拡 大 に

努め、取り 組ん でまいりま す。  

 

最 後に 、 私 は 就 任 当初 か ら“対 話 ”を 通 じて 市 民 の 皆 様一 人 ひ と り

の声に寄り 添っ たまちづく りを 進めていく こと を 申 し上げ てま いり

ました。こ れま で 「区長と 市長 のまちづく り 会 議」 を実施 する とと

もに、希望 する 町内会 や市 民グ ループ の皆 様と 対話 する場 とし て、

まちづくり ミー ティング を 開催 してまいり まし た。 今後は 、さ らに

その機会を 増や し 、市民が 抱え ている 課題 やニ ーズ をお聴 きし なが

ら、市民参 加型 のまちづく りを 目指してま いり ま す 。  

そのために は 、 市の情報を 積極 的 に発信す るこ とで、 市民 に情 報

が十分届く こと が 大変重要 であ ると考えて おり ます。 この ため 、 わ

が街ポータ ル 「 かむてん チ ャン ネル 」や市 ホー ムページ の 充実 、 市

公式ＬＩＮ Ｅ 、 各種 ＳＮＳ の運 用など、一 層の 情報発信 の 強化 を図

ってまいり ます 。 さらに、 ショ ート 動画な ど時 代の 変化に 応じ た新
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たな情報発 信 ツ ール の活用 にも 積極的に取 り組 み、より 多 くの 市民

の皆様に、より 効 果的 に情報 をお 届けできる よう 努めてまい りま す。 

 

3．おわりに  

新年度を迎 える にあたり、 市政 運営 に関し ての 基本的 な考 えと 、

主な事業の 概要 について 申 し上 げました。  

本市を取り 巻く 環境は目ま ぐる しく 変化し 、様 々 な分野に おい て

克服してい かな ければなら ない 課題が山積 して おります 。 人口 減少

が更に進行 して いく 中、安 定的 かつ持続可 能 な 行財政運営 に努 めな

がら、市民 の皆 様 と共に「 輝く 未来へ 挑 戦する まちづくり 」に 邁進

してまいり ます 。 市民の皆 様、 議員の皆様 には 、なお 一層 のご 理解

とご協力を 賜り ますようお 願い 申し上げ 、令和 7 年度 の施 政方 針 と

いたします 。  


